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(５) 修学部分休業の状況（令和７年度） 
公務に係る能力の向上に資するため、大学等の教育施設において修学する場合に、２年を超えない範囲で部分休業（１週間につき20

時間以内の無給休業）を取得することができます。 

 
 

(６) 育児休業の状況（令和７年度） 
 養育する子が３歳に達する日までの間、育児のために休業（無給）することができます。 

 
 

(７) 旅費の制度の概要（令和８年４月１日現在） 

  職員が出張等した場合は、旅費として鉄道賃、船賃、航空賃、その他の交通費、宿泊費、包括宿泊費、宿泊手当、転居費、着後滞在

費、家族移転費、渡航雑費及び死亡手当を支給します。 

 知事、副知事、政策

統轄監及び議会の

議員 

左記以外の者 

宿 泊 費

基 準 額

(１夜に

つき) 

東京都 27,000円 21,000円 

京都府 26,000円 20,000円 

千葉県、兵庫県、福岡県 22,000円 17,000円 

埼玉県、神奈川県、新潟県、大阪府 21,000円 16,000円 

北海道、香川県 20,000円 15,000円 

岡山県、広島県、熊本県 18,000円 14,000円 

山梨県、長野県、岐阜県、長崎県 17,000円 13,000円 

青森県、宮城県、群馬県、静岡県、愛知県、三重県、奈良県、島根県、愛媛

県、高知県、沖縄県 

16,000円 12,000円 

秋田県、茨城県、栃木県、富山県、滋賀県、和歌山県、佐賀県、大分県、宮

崎県、鹿児島県 

14,000円 11,000円 

岩手県、山形県、石川県、福井県、徳島県 13,000円 10,000円 

福島県、鳥取県、山口県 12,000円 9,000円 

宿泊手当（１夜につき） 2,400円 

（注） 宿泊費基準額は、宿泊地ごとの上限額であり、その範囲内で実費を支給します。ただし、特別な事情が認められる場合は、当該

基準額を超える宿泊費を支給します。 

 
５ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

(１) 職員の分限の件数（令和７年度） 

分限処分とは、職員が一定の事由によってその職務を十分に果たすことができない場合等に、本人の意に反する不利益な身分の変動
をもたらす処分をいい、休職、降任及び免職の３種類があります。 

 

(注) 処分件数は、休職の更新などにより、１名が２回以上処分される場合があります。 

  

区　　　　　分
取得件数
期間延長件数
失効、取消

0

（単位：件）

0 0 0 0
0 0 0
0 0 0 0

一般行政職員 教　　　　　員 警　　察　　官 計

男　性 女　性 男　性 女　性 男　性 女　性 男　性 女　性
取得件数 82 121 52 99 35 16 169 236
期間延長件数 6 26 0 32 0 1 6 59
失効、取消 2 46 0 30 0 1 2 77

（単位：件）

区　　　　　分
一般行政職員 教　　　　　員 警　　察　　官 計

  (単位:件）
休職 降任 免職 計

189 0 0 189
勤務実績が良くない場合 0 0 0 0
心身の故障の場合 189 0 0 189
職に必要な適格性を欠く場合 0 0 0 0
刑事事件に関し起訴された場合 0 0 0 0

173 0 0 173
勤務実績が良くない場合 0 0 0 0
心身の故障の場合 172 0 0 172
職に必要な適格性を欠く場合 0 0 0 0
刑事事件に関し起訴された場合 1 0 0 1

15 0 0 15
勤務実績が良くない場合 0 0 0 0
心身の故障の場合 15 0 0 15
職に必要な適格性を欠く場合 0 0 0 0
刑事事件に関し起訴された場合 0 0 0 0

377 0 0 377
勤務実績が良くない場合 0 0 0 0
心身の故障の場合 376 0 0 376
職に必要な適格性を欠く場合 0 0 0 0
刑事事件に関し起訴された場合 1 0 0 1

警  察  官

計

区           分
一般行政職員

教       員
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(２) 職員の懲戒等の件数（令和７年度） 
懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対してその責任を追及して行う不利益処分をいい、戒告、減給、停職及び免職の４種類があ

ります。また、懲戒処分に至らない指導措置として、訓告、訓戒、注意等があります。 

 

 

６ 職員の営利企業等の従事の許可その他の服務の状況 
(１) 営利企業等の従事許可の件数（令和７年度） 

 地方公務員は、地方公務員法第38条第１項の規定により自ら営利企業を営むこと、報酬を得て事業に従事すること等が原則禁止され
ていますが、任命権者の許可を受けることで営利企業等に従事することができる場合があります。令和７年９月１９日に「営利企業等

従事許可基準運用要領」を定め、職員が積極的に営利企業等への従事を行えるよう、許可の基準を明確化しました。 

 

 

(２) 職務上の秘密に属する事項の発表の許可の件数（令和７年度） 

 

 

７ 職員の退職管理の状況 

 (１) 令和８年４月１日における職員の退職管理に関する制度の概要 
 【知事部局等】 

区分 内容 

再就職の届出 ・職員のうち利害関係企業等（職員の職務に利害関係のある営利企業等）に再就職しようとする場合、退職後２

年を経過しない者が営利企業等（国、地方公共団体等を除く全ての法人）に再就職した場合は、知事（任命権

者）への届出が必要 
・当該届出のあった職員のうち、退職時に管理職（課長級以上、県立学校にあっては教頭以上又は事務長若しく

は船長）であった者については過去１年間の再就職の状況を公表 

働きかけの禁

止等 
・再就職により営利企業等に在職している者からの現職職員に対する働きかけの禁止 

・職員による利害関係企業等に対する求職活動の規制 

・職員による営利企業等に対する再就職のあっせんの規制 

・再就職者等からの要求等による職務上不正な行為の要求又は依頼の規制 

（再就職者からの要求等を理由とする職務上の不正行為の禁止、職員が職務上の不正行為をすること又は他の職
員に不正行為を要求することの見返りとして自分又は他の職員の元職員等の営利企業等に対する再就職の要求

等の禁止、当該要求等を受けた職員による職務上の不正行為の禁止） 

 

 
 

 

(単位：件）
戒告 減給 停職 免職 計 訓告等

一般行政職員 3 3 2 0 8 8
法令に違反した場合 1 2 1 0 4 1
職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合 1 1 1 0 3 7
全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 1 0 0 0 1 0

教員 3 0 2 0 5 17
法令に違反した場合 3 0 1 0 4 4
職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合 0 0 0 0 0 10
全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 0 0 1 0 1 3

警察官 1 1 0 0 2 24
法令に違反した場合 1 0 0 0 1 20
職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合 0 0 0 0 0 1
全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 0 1 0 0 1 3

計 7 4 4 0 15 49
法令に違反した場合 5 2 2 0 9 25
職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合 1 1 1 0 3 18
全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 1 1 1 0 3 6

区分

　　　　(単位:件)

一般行政職員 教　　　　　員 警　　察　　官 計

3 0 0 3

12 1 1 14

618 28 11 657

633 29 12 674

報酬を得て事業又は事務に従事する場合（自治会役員、部活動
指導員、大学の非常勤講師等）

計

営利企業等の従事の内容

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社その他の団
体の役員、顧問、評議員及び当該会社及び団体の重要方針決
定に参画する上級職員の地位を兼ねる場合（業務上の関連によ
り県出資法人の役員に無報酬で就任する場合等）

自ら営利を目的とする私企業を営む場合（農業等）

職務上の秘密事項の発表の内容 一般行政職員 教　　　　　員 警　　察　　官 計

民事事件に関して裁判所で証人として尋問される場合又は鑑定
人若しくは鑑定証人として鑑定する場合

0 0 0 0

刑事事件に関して裁判所で証人として尋問される場合又は鑑定
人若しくは鑑定証人として鑑定する場合

0 0 0 0

人事委員会が法律又は条例に基づく権限の行使に関し、証人を
喚問し、又は書類若しくはその写しの提出を求めた場合

0 0 0 0

計 0 0 0 0

（単位：件）
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【警察本部】 

区分 内容 

再就職の届出 ・職員のうち利害関係企業等（職員の職務に利害関係のある営利企業等）に再就職しようとする場合、退職後２
年を経過しない者が営利企業等（国、地方公共団体等を除くすべての法人）に再就職した場合は、警察本部長

への届出が必要 

・当該届出のあった職員のうち、退職時に管理職（警視及び管理職手当を受給する一般職員）であった者につい
ては過去２年間の再就職の状況を公表 

働きかけの禁

止等 

知事部局等に同じ 

 

（２）退職後２年間に再就職した職員（県の退職管理制度に基づき各任命権者に届出のあった者に限る。）の状況 

 

(注)１ 失職、分限免職及び懲戒免職及び国、他の地方公共団体等との人事交流により退職した職員の状況並びに既に公表済みの職

員の状況については、集計から除きます。 

２ 「公共的団体等」とは、公益的法人、社会福祉法人等の民間企業等及び地方公共団体以外の法人です。 
３ 「管理職」とは、退職時に課長級以上（県警本部の場合は警視及び管理職手当を受給する一般職員）の職にあった職員です。 

４ 「令和７年度退職者総数」欄の（  ）については、参考として令和７年度に退職した者の総数を記載しています。 

５  県費負担教職員の退職管理は市町村教育委員会が実施しているため、上記数値には含みません。 
 

 

８ 職員の研修の状況 
   職員の研修に関する計画の概要及び実施状況 

区 分 研修の種類 具 体 的 な 取 組（令和８年４月１日現在） 
実施状況（令和７年度） 

参加者 修了者 

職員人材開発センタ

ー 

(一般行政職員対象） 

基礎研修 職位ごとに必要となる知識、管理能力等の習得を目的とした研修（

新規採用職員研修、若手職員研修、キャリアビジョン研修、中堅職

員研修、新任係長・課長補佐・課長級研修、昇任前ステップアップ研
修等） 

1,921人 1,734人 

能力開発・向上

研修 

地方行政に携わる職員としての必要な知識及び能力の習得を目的と

した研修（課題解決・政策形成能力、コミュニケーション能力、人材

育成・人事管理能力、マネジメント能力、業務の専門性、法務能力、
特定課題の各分野に関する研修、ｅラーニング方式による研修） 

787人 671人 

自己啓発支援
研修 

業務に役立つ語学講座等、職員の資質向上を目的とした研修（語学
講座、手話講座、通信教育等） 

53人 33人 

教育センター 

（教職員対象） 

基本研修 育成指標を踏まえて策定した研修体系に基づき、教職員のキャリア

ステージに応じて、職務の遂行に必要な資質・指導力の向上等を目
的とした研修【初任者研修、新規採用教員研修、教職経験者研修（２

年目研修・３年目研修・６年目研修・中堅教諭等資質向上研修・１６

年目研修）】 

804人 792人 

職務研修 職務に応じて必要となる専門知識・技能等の修得を図る研修（管理
職等を対象とした学校経営研修、新任生徒指導担当や新任保健体育

主事等を対象とした主任・主事研修、情報化推進リーダー、養護教

諭・司書教諭等を対象とした職務に応じた研修等） 

2,011人 2,011人 

（単位：人）

（ａ）R８年度
退職者

（ｂ）R７年度
退職者

（R７年度退
職者総数）

（ｃ）R６年度
以前退職者

民間企業
等

地方公共
団体

公共的
団体等

知事部局 総数 48 0 46 (102) 2 23 12 13

うち管理職 17 0 16 (26) 1 6 1 10

企業局 総数 3 0 0 (2) 3 0 1 2

うち管理職 2 0 0 (0) 2 0 0 2

病院局 総数 33 0 33 (79) 0 3 8 22

うち管理職 6 0 6 (6) 0 0 3 3

教育委 総数 7 0 7 (55) 0 3 0 4

うち管理職 1 0 1 (9) 0 0 0 1

県警本部 総数 15 0 15 (40) 0 5 2 8

うち管理職 6 0 6 (7) 0 2 0 4

県議会 総数 0 0 0 (0) 0 0 0 0

うち管理職 0 0 0 (0) 0 0 0 0

監査委員 総数 0 0 0 (0) 0 0 0 0

うち管理職 0 0 0 (0) 0 0 0 0

人事委 総数 0 0 0 (0) 0 0 0 0

うち管理職 0 0 0 (0) 0 0 0 0

選管 総数 0 0 0 (0) 0 0 0 0

うち管理職 0 0 0 (0) 0 0 0 0

海区 総数 0 0 0 (0) 0 0 0 0

うち管理職 0 0 0 (0) 0 0 0 0

区　分
（Ａ）令和８年６月１
日現在で届出の

あった者（ａ＋b＋c）

（Ｂ）Ａ欄のうち再就職先
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専門研修 教育課題や教科等の専門的知識・技能の向上を図る研修（希望受講

）（幼児教育、教科指導等、各種教育課題等に関する研修）及び市町
村教育委員会の推薦を受けた者を対象に、専門的知識を基盤とした

実践的指導力の向上を図ることを目的とした研修【指導力向上ゼミ

ナール（中学校国語・数学・英語）】 

2,082人 2,082人 

学校訪問型研
修 

指導主事等を派遣して県内の学校等が行う自主的・主体的な研修活
動を支援する取組（ＩＣＴ活用教育） 

1,045人 1,045人 

警察学校 

（警察職員対象） 

初任科、各級任

用科等 

新たに採用した警察官、各階級昇任者等に対し、その職務執行に必

要な知識、能力等を習得させる。 
60人 55人 

専科 特定の分野に関する専門的な知識、技能を習得させる。 
209人 209人 

 
 
９ 職員の健康管理に関する福祉の状況 

職員の健康診断の状況（令和７年度） 
 職員の健康診断は、定期健康診断のほか、特定業務従事者健康診断として、深夜業務従事者、給食業務従事者、自動車運転業務従事

者等の業務従事内容又は職種に応じて必要な健康診断を行っています。  

健康診断の種類 知事部局等 教育委員会 警察本部 
対象者数 受診者数 対象者数 受診者数 対象者数 受診者数 

定期健康診断 4,658人 4,658人 2,887人 2,803人 1,391人 1,391人 

特定業務従事者健康診断 3,697人 3,688人 27人 27人 324人 324人 

 
 

10 職員の勤務条件に関する措置の要求に係る職員の利益の保護の状況 

（前年度における勤務条件に関する措置の要求に関し人事委員会が行った勧告への対応状況） 
該当なし 

  


